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【総説】

〈要旨〉近年の統計によれば、障害、特に発達障害の特性のある人の割合が増加する傾向にある。その一方で、
わが国における発達障害を含めた障害者と共に在る社会の形成には大きな進展が見られていない。そこで本研
究では、インクルーシブな社会や共生社会に関する先行研究をもとに、障害者と共に在る社会の形成に向けて、
今後取るべき具体的な方略について仮説提示することを試みた。先行研究から、共生に向けた行政施策の継
続の他、そのような政策によらず、個人、特に経営者やリーダー層に対し、異質な他者の心を心で想うためのメ
ンタライジング能力や共感力を高める学習や研修が必要であることが必要と思われた。

キーワード：共生社会、インクルーシブ、対話、メンタライジング

はじめに

　2022年度版の障害者白書（内閣府 , 2022）によ
れば、国民の7.6%がなんらかの障害を有してい
るとされ、事業活動において障害のある人へ配慮
していくことは、社会ではもはや特別ではなく日
常となりつつある。また2022年1月から2月にか
けて全国の公立の小学校・中学校・高等学校の通
常の学級に在籍する生徒を対象に実施された「通
常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要と
する児童生徒に関する調査」（文部科学省 , 2022）
では、小中学生の8.8％が、知的発達に遅れはな
いものの「学習面又は行動面で著しい困難を示す」
と評価された。2012年に行われた前回の同調査
では、「学習面又は行動面で著しい困難を示す」
と評価された生徒は6.5%であったことから、一
部質問項目や地域に違いがあり、単純な比較はで
きないものの、特別な教育的支援が必要とされて
いる生徒が増えている実態が報告された。この数
字の変化は、生理的か非生理的要因かを明確に区

別することはできないものの、普通の対応では学
習に困難を抱える可能性のある生徒が、小中学校
において増えている、と学級担任等が認識してい
ることを示しているといえる。
　このような状況の中、文部科学省は2012年に

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ
ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）」
を取りまとめた。その中では、「共生社会」を「必
ずしも十分に社会参加できるような環境になかっ
た障害者等が、積極的に参加・貢献していくこ
とができる社会」「誰もが相互に人格と個性を尊
重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認
め合える全員参加型の社会」と定義し、「最も積
極的に取り組むべき重要な課題」と宣言したうえ
で、誰もが同じ場で共に学ぶ「インクルーシブ教
育システム」の構築に向け、課題の整理と具体的
な進め方について示した。本方針に従い、例えば
2020年から小学校・中学校で実施が始まった通
常学級向けの新学習指導要領（文部科学省 , 2017）
では、障害のある児童などへの指導にあたっての
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留意点が各教科等でも示されるようになった。ま
たこれと同じように、2021年5月には障害者へ
の「合理的配慮」の提供を民間事業主に義務付け
る「改正障害者差別解消法」が可決し、それまで
は企業において努力義務であった「合理的配慮」
が法的義務となった。「改正障害者差別解消法」
では、合理的である限りにおいて、従業員だけで
なく顧客や取引先など、事業に関わる全てのス
テークホルダーの求めに応じて配慮を提供するこ
とを定め、罰則もあることから、民間事業者は様々
な障害者の特性についての理解が一層求められて
きている。
　こうした行政からのトップダウンの施策は、障
害のある人の社会への積極的な参加のために、障
害者の主体性を育んだり、様々な社会的障壁を取
り除くために一定の効果はあると考えられる。し
かし、異質な人同士がお互いの在り方を相互に認
め合う社会づくりのためには、不十分ではないだ
ろうか。たとえば今野（2021）は、均質化が進む
傾向にある学級下での秩序維持に対する親和的な
態度が、学校教員に依然としてあり、インクルー
シブな学級づくりへのためらいとなる可能性を
指摘した。まずインクルーシブ教育を推進する立
場の教員自身が、その意義や理念などを根源的に
学ぶことの重要性を示唆している。また社会全体
においても、成人男女1061名を対象にした松中

（2021）の調査によれば、2020年12月の調査時
点で「合理的配慮」について内容を知っている人
の割合はまだ8.1％と非常に低かった。現在の職
場で障害者が働いている人の割合が26.8％であ
るのに対して、現在もこれまでも障害者と働いた
ことがない人の割合は62.2％で、障害のある人
と働いたことがない人の割合が依然として多数で
ある。またこの調査では、「障害者が同じ職場に
いたかどうか」と「障害者が自分の職場で勤務で
きるかどうか」の回答の関連について比較してお
り、障害者が同じ職場にいた人のほうが勤務可能
性について肯定的であることを示し、それぞれの
回答には有意な関連が認められた。このことは、
同じ場で働くという経験が、障害のある人の何ら

かの特性理解につながり、共に在ることを肯定的
に捉えられていると考えられる。しかし同時に、
障害のある人と同じ職場で働いたことがなければ
理解が進まず、できる仕事がないと考える傾向に
あることも示されていると考えられた。
　さらに、仕事がない、つまり直接的に事業へ労
働力を提供できなければ在籍させない、という現
代の企業社会における暗黙の了解がこの調査の背
景には隠れているといえ、現在の社会における、
障害のある人をはじめとした多様な特性を持つ人
の雇用への限界も同時に示していると思われる。
余計なコストを払っての支援を必要とする障害者
の雇用は、この前提において基本的に成り立たな
いことは明白である。法的な拘束力や支援金とい
う形でのトップダウン施策は、現場において現実
的に当事者が一般就労者と一緒に仕事をする機会
を生み、障害理解のきっかけになる可能性はある。
しかし、市場競争と効率化の価値が全てであり、
共生の価値観が広がっていない企業の現場へ障害
者の雇用を拡げることは、当事者にとっては2次
障害を受傷してしまうリスクもあり、必ずしも社
会にとって良い結果となっているとはいえないと
考えられる。
　以上のことから、障害のある人と同じ場で生活
を行っていく、つまり共生社会の実現のためには、
トップダウン型の施策の他に、実際に生活を共に
する人々へも何らかの直接的なアプローチが必要
と考えられる。そこで本稿では、どのような直接
的なアプローチが必要となるのかを検討し、共生
社会実現の条件を明らかにすることにしたい。

共生社会

　昨今、各個人は生きるための報酬を得るために、
ほとんどの人が企業に雇用されて働いている。企
業側もまた、従業員へ賃金を支払うため、常に競
争が行われている市場において、利益確保のため
の効率的な事業運営を行う必要がある。そうなる
と優秀な人材へのニーズは高まるため賃金が上が
り、逆に低スキルの人材への賃金は限界まで抑え
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られるという構造がある。また人的側面だけでは
なく、地球上に限りある資源や自然環境も、市場
において競争力を保つためという名目において際
限なく採取され、破壊されてきた。このような市
場競争がもたらす負の側面が、容易にとは言わず
とも進展してきた状況は、あまりに当たり前なこ
ととして目の前に広がっていることもあり、変え
難い社会構造と捉えられがちである。
　こうした背景の中、グローバル化の進展や
1995年に発生した阪神淡路大震災などを契機に、
1980年代の半ばから国の機関における議論の場
でも「共生社会」に関する関心が高まった。落合・
島田（2016）によれば、1998年には参議院に「共
生社会に関する調査会」が設置され、2005年に
は当時の内閣府制作統括官のもとに置かれた「共
生社会形成促進のための政策研究会」により、「『共
に生きる新たな結び合い』の提唱」が報告された。
これらの調査や報告書では、男女・障害者・外国人・
世代など様々な異質な要素や価値観を持ち合う
人々が関係することが避けられなくなっている実
態と、お互いにその存在を認めあうことが必要不
可欠となるなど、時代の流れの中で共生社会が求
められている理由や、その実現に向けた課題など
がまとめられた。「共生社会形成促進のための政
策研究会」の委員であった三重野（2007）によれ
ば、「共生」という言葉はもともとは生物学に由
来し、その定義も様々で合意が得られていないが、

「（1）差異とか異質性への認識を踏まえて、共に
在る、存在するという点」、「（2）そうした人々が、
葛藤し、協働しながら、関係性を持つということ」、

「（3）利益のみならず、共感の視点が必要」、「（4）
共生社会では、それらの人々の交流が盛んになり、
ひとつの社会的統合をもたらす」の4点に議論が
まとまるとし、上記の市場競争原理や効率化とは
補完関係にあるものと表現した。また北村（2014）
も、上記のような行政や教育分野での共生社会政
策の流れについて触れながら、諸政策の推進や上
記のインクルーシブ教育への取り組みのような学
校教育における施策を継続していくことの重要性
を指摘した。さらに、それらの取り組みだけでは

十分ではなく、「国民全体の意識改革を行うぐら
いのこと」や、またその際には日本の伝統的な自
然観や風土にある共生や共生社会の精神を再認識
することが重要であるともしており、政策だけで
はないボトムアップの取り組みの必要性を示唆し
た。

共生社会への道のりの現状

　北村も示唆している通り、現時点では、共生社
会の実現に向けた行政や学校教育分野におけるこ
れまでの取り組みが、十分に成果をあげている
わけではない。例えば障害者の社会参加を見る
と、障害者の法定雇用率は徐々に引き上げられ、
2023年1月現在の2.3%に対して、民間企業の実
雇用率は2.25％（厚生労働省 , 2022）となってい
る。実雇用率は毎年上がっているものの、上記の
ように共生社会が議論され始めた時点から、20
年が経過した現時点において1%も上がっていな
い。またその実数を見た場合、上記雇用状況の集
計における、公的機関を含めた雇用障害者数は約
68.5万人に対し、人口の約7.4％いるとされる障
害者の総数は936.6万人（厚生労働省 , 2018）で、
そのうち一般に労働可能人口と考えられる「在宅」
で「18歳以上65歳未満」の人の割合を推計する
と約400万人で、就労率は約17％となる。総務
省（2021）によれば、全人口のうち15歳以上65
歳未満の就労率は83.9％であることを踏まえる
と、障害者の就労率とは大きな乖離がある。福島

（2019）によれば、世界でも高い水準の障害者雇
用率にあるスウェーデンにおいて、16歳から64
歳までと定義される労働可能人口のうち、2017
年の時点での障害者就職率は62.2％である。日
本国内における直近20年の障害者雇用人数の推
移が将来においても同じ経過であると仮定した場
合でも、この水準に達するにはまだ100年近くの
年月がかかることになる。また学校教育の現場に
おいても、上記の今野（2021）の指摘の通り、学
校教員には均質化が進む学級における秩序維持へ
の親和的な態度がみられると報告されているほ
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か、2022年には国連の障害者権利委員会からも
分離教育の改善勧告を受ける（国際連合 , 2022）
など、共生社会の礎となるインクルーシブ教育の
環境整備については未だ不十分であることが示唆
された。
　以上のように、行政や学校教育の分野で議論さ
れ推進されてきた共生社会の実現を目指したトッ
プダウンでの試みは、現時点ではまだ成果が十分
に出ていないと考えられる。また共生社会の実現
という名のもとで、民間の各分野においても数多
の試みがなされているが、その効果について検証
された統計や研究は見つからず、今後更なる検討
を要する分野であると思われる。

共生社会の諸条件

　共生社会では、お互い異質な人同士対等である
という認識のもと、共に在り、葛藤しながらも関
係を持ち、利益だけでなく共感の視点をもって生
活していくという要点を先に述べた。このような
共生の理念は、市場競争や効率化の価値観が支配
する企業の現場へ、また別の角度から障害者をは
じめとする異質な他者と共生することについて語
りかけることができると考える。では現実的に、
現在のような市場競争と効率の原理をもって均質
化している社会を、共生社会の実現に向けて動か
していくにあたり、今後さらにどのような行動や
心構えが求められるだろうか。
　これまで、環境、障害者や多文化など、個別の
テーマに特化した議論は多くあるが、それらの
テーマを包括的に捉えた本質的な分析は少ない。
その中で三重野（2000）は、「全生物界の共生」と
いう言葉を、自然、人間、社会など、様々な階層
に分けて図示したうえで、人間界における共生に
ついて、「差異を差異として認め、許容するパー
ソナリティ、自己、自我の存在が望まれ、同質性
と異質性が錯綜したなかでの共存、共生的結合が
主要テーマとなる」と述べた。また利益に基づい
た共生だけでなく、共感に基づいて共に在ること
も論点とした。そして共生社会を把握する際の、

ある階層のシステム間の共生が、個人間では共生
につながらない場合があることや、開かれたシス
テムにおける「ゆらぎ」の許容度など、システム
的な観点も重要であることに触れたうえで、「そ
して共生化の果ての社会がいかなるものになる
か、という問題設定も重要になろう。そのため、
そのプロセスの果ての共生社会の均衡状態がいか
なるものか、暫定的であっても明らかにすべきで
あるが（中略）、その場合、他者に対する共感な
くしては共生社会は成り立たないことを認識する
必要がある。最終的には異質性による対立が解消
されたとき、それは静かでシンプルな社会を迎え
るかもしれない」とした。三重野は「共感」につ
いて、端的には異質なもの同士が共にあるときに
お互いのリズムが同調することを指すとし、この
感性のもとで人々がどのように共生のかたちにま
とまるのかが重要としている。
　一般的に、現代は自分のリズムに気付きづらい
管理社会であり、「管理社会とは、システムへの
同調、それも自発的同調行動を促す社会であり、
集権と画一化、管理化とシステム化、情報と管理
が錯綜し、情報管理システムに人びとが絡めとら
れ、感覚の抑圧が進む。ここに、『共』現象の困
難性がある。」（三重野 , 2000）ため、管理社会の
価値が優位な場においては、共感も起こりづらく、
従って共生の場となりづらいのが現状であると考
えられる。つまり、共生社会やその一部を担う多
元的な下部システムとなる共生の場を創るうえで
は、管理社会システムのリズムから意識して自ら
を切り離し、自分のリズムや他者のリズムを感じ、
対話の場において共感・共鳴している自らの感覚
に気が付くようにしていくことが必要であると考
えられる。
　また谷本（1993）は、「共生なる発想は、単なる
共存や相互依存でも、また主観的な共感というこ
とでもなく、対話を通して相互のちがいをつき合
わせ、お互いを生かして新しい意味を創出して
いくという考え方」という理解を示したうえで、
共生的社会システムの構造を「（1）人間の全人格
的発展」、「（2）他律的発展の否定と共生社会の確



51

発達障害のある人の就労継続支援研究からみた共生社会への転換についての展望

立」、「（3）協同主義と自主管理」、「（4）地域発展・
自力更生と生態系保全」の4点にまとめている。
さらに共生的な社会システム構築までの戦略とし
て「（1）社会的・経済的コードのマイナーな利用」、

「（2）対話を通した自省・自己異化」、「（3）ネット
ワーキング」の3点を挙げ、現在の市場競争や効
率を重視した社会システムの自らへの影響力を弱
めつつ、その影響を出来る限り排した、新しく固
有の日常を周囲の異質な他者との対話を通して取
り戻す行為であるとした。さらに、主にアジアや
南米諸国などの第三世界における「人間の全人的
発展」、「分かち合い・人間解放など共生の社会づ
くり」、「参加・協働主義・自主参加」、「地域分権
と生態系重視」に基づいた、「自立性と定常性」を
特徴に置いた社会発展の仕組みとして提唱された
内発的発展論（鶴見・川田 , 1989）も、共生と近
しい発想である。内発的発展論における目標は、

「地球上のすべての人々および集団が、衣・食・住・
医療の基本的必要を充足し、それぞれの個人の人
間としての可能性を十分に発現できる条件を創り
出すこと」であり、共生社会の目指すところと似
通っている。鶴見（1999）は、内発的発展の特徴
を「それぞれの地域の生態系に適合し、地域住民
の生活の基本的必要と地域の文化の伝統に根ざし
て、地域の住民の協力によって、発展の方向と筋
道をつくりだしていくという創造的な事業」であ
り、また「それぞれの人が持って生まれた可能性
を十分に発揮できるような条件を創っていくとい
う、人間の成長に重きを置いた」ところであると
した。このように、共生社会の特徴に共通して挙
げられていることは、人格や主体性の発達による
自己のリズムの把握、および異質な他者との対話
であり、共生社会へ向かうにあたってはこれらが
1つの手掛かりになると考えられる。

現代日本企業組織の限界と共生社会

　市場競争と効率化の原理で動き続けてきた企業
社会においても変化の兆しがみられる。インター
ネットの普及と IT技術の進展により複雑性が増

した結果、市場の競争環境が激変し、日本的経営
が得意としてきた「変化と異常への対応力」、所
謂「改善」ではその変化のスピードに対応できず、
さらに「変化と異常への対応力」自体の抽象度を
自ら上げていける人的資本の形成システムが求め
られるようになった（中馬 , 2017）。このような
環境において新たな価値を創造するためには、他
者に与えられた特定の指示や課題をどのような条
件においても正確に実行するような能力より、消
費者のより細かなニーズや顕在化していないニー
ズを素早く捉え、これまでの常識を超えて全く別
の角度から解決するような革新的なアイデアを実
現したりする、創造力の高さが重視される。中馬

（2017）は、この状況を打破する方略として、「短
期間に相変化を繰り返す多段階共創の時代には、
人々が人的資本の変化能を高め、独自性と汎用性
に富んだ自己変化能型人的資本に自ら投資する以
外に方法はない」と結論づけ、「以上のような自
己変化能を誇る人的資本形成システムが最終的に
行き着くところは、労働者 /生活者 /消費者の個
別特性に社会を合わせられるような社会であり、

（中略）そのための第一歩は、企業・組織にとっ
て解雇がしやすくなる社会的な仕組みであり、そ
の一つとしての彼（女）らやその家族にフレンド
リーな職場だと言える」とまとめた。
　このような新たな次元の競争環境の中で、「従
来の階層性組織によるトップダウン型の目標設定
と管理統制による目標達成努力の調達とは異なる
駆動原理をもつ組織が現れ始めている。その数は
徐々に増加する傾向にあるように思われる」（鈴
木 , 2019）と指摘されるボトムアップ型の組織で
ある。鈴木（2019）によれば、ボトムアップ型の
組織は2つの類型に分けられる。1つは多元型組
織と呼ばれ、従来の達成型組織の特徴として「存
在目的は成長と利益であり、そのための不断のイ
ノベーション」、「組織成員はそのために貢献でき
る業績と能力の程度によって価値がある」、「成長
と利益、そのための手段であるイノベーションや
効率性、これらが組織を貫く単一の価値規範」が
挙げられることに対して、多元型組織は「利益や
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売り上げ、イノベーションを唯一の絶対的な価値
とはしない」、「効率性を超えて組織成員一人一人
の尊厳と価値を重視する」、「公平、平等、コミュ
ニティ、協力、敬意などの人間関係に関わる諸価
値を重視する」などの特徴を持つ組織である。多
元型組織は、社会貢献に対する価値観を組織成員
が広く共有することにより、「現場が主体的に進
める仕事を支援する」方向へリーダーの役割が変
わった場合でも、組織が混乱せずに高い活力を発
揮できるとされる。
　そしてもう1つは自主経営組織と呼ばれ、多元
型組織に残っていた階層性も廃した、フラットな
形態を取る。創設者の価値観に共鳴して組織成
員が集まるが、創設者に支配権限を置かないた
め、組織の目的や価値観は組織内の対話により柔
軟に変化し共有される。Laloux（2018）は、自主
経営組織のことを意識の発達段階を色で表現した
ものになぞらえて「ティール組織」と呼び、その
生産性向上の可能性は国内でも大きな反響を呼ん
でいる。Lalouxは、ティール組織を創る、また
は既存の企業からティール組織へ移行するための
変革を行うにあたり、創業者や変革者、企業オー
ナーがティール組織の世界観を十分に理解し、精
神的発達を遂げていることが絶対条件であるとし
ている。その主な価値観とは、「自分自身のエゴ
から自らを切り離せる」、「意思決定の基準が、外
的なものから内的なものへと移行する」、「全体性

（ホールネス）への意識」などが挙げられており、
経済性や効率を重視する達成型組織とは大きく異
なっている。また同じく、人間性重視の組織論と
してPeter Koenigが提唱している「ソース原理」
も、「個人主義か集団主義かの二項対立を打ち破
り、それぞれに固有の個性があること、同時にす
べての人間は互いに深くつながり合っていると認
識する方法」であり、より1人1人の人間性に焦
点が当たる事業運営の方法論として提唱されてい
る（Nixon, 2021）。以上のような特徴を持つ新し
い組織は、形式上はこれまで主流であったトップ
ダウン型の組織と対比してボトムアップ型と呼ば
れているが、実態としてはトップもボトムも無い、

主体的なノードである個人が集まったネットワー
ク型の組織である。組織形態に若干の違いはある
が、ボトムアップ型の組織はどちらも「組織成員
が管理されて働くのではなく、ボトムアップ型で
主体的に働き、自らを律して」働く組織という点
が特徴である。
　このように、現代の達成型・階層型組織が直面
している課題に対する、現実的な解決策の1つと
して現れた新たな組織の形態では、その事業へ臨
むにあたり、自分や他者、社会を含む自然との共
生という全体性が自ずと立ち現れ、外部の価値観
に囚われず、自分の価値観に基づいて自律的な行
動をすることで成り立つとされる。こうした点は、
上記の共生社会に求められる要素として指摘され
ている「全人格的な発展」「共鳴」のような要素と
も重なる点が多いことは注目に値すると考えられ
る。

日本企業における共生社会進展の可能性

　人間的に発達した自律的な個人が主体となる組
織が徐々に注目を浴びていることは、中馬（2017）
のいうように、多段階共創の時代における自己変
化能を備えた個人が活躍せざるをえない状況が既
にあり、自然発生的に環境に適応した個人や組織
が出てきているとも考えることができるのではな
いだろうか。五十嵐（2019）が、ティール組織に
関する自らの研究論文の冒頭において、組織のマ
ネジメント論が、「生産性」向上に直結するとい
う理由で、トップダウン型の機械論的組織論から
有機体的組織論に転換したことを指摘したこと
は、既に多段階共創の時代が訪れていると考える
ことを支持するものである。五十嵐は、機械論的
組織論における品質管理論で著名なDemingが、
有機体的組織論の第一人者であるSengeに宛て
た、現代の教育や職場のマネジメント体系が人の
内発的動機や好奇心などを破壊してきた旨を指摘
した書簡や、それを受けてのSengeの所感を引用
しながら、「いずれにせよ問題は組織と人を幸せ
にしないこの学校と社会の共犯関係であり、そし
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ていずれにせよ興味深いのは、こうした組織と個
人のあり方が『人間性に反する』あるいは『個人
の幸福に結びつかない』というありきたりの（道
義的な）批判ではなく、今や組織の（あるいは社
会の）『生産性』を下げるという批判を受けてぐ
らついていることである」と表現し、現代社会に
おける組織の在り方の過渡期的な状況について言
及している。
　中馬（2017）の指摘の通り、従来の企業内のニー
ズに基づいた人材開発だけでは、こうしたボトム
アップ型の組織は生まれようもないはずである。
しかし、2013年に政府が策定した「日本再生戦
略」の一部として位置付けられた「新陳代謝とベ
ンチャーの加速」策以来のスタートアップ創出・
育成の試みや、近年の越境学習、副業解禁、パー
パス経営等のトレンド、さらにコロナ禍下におけ
るリモートワーク環境・経験の普及により、徐々
に新たなタイプの個人や組織が育ち、自らの価値
観を現在の環境において最大限表現するための、
多元的組織への参加・変革や、自主経営組織の立
ち上げであった可能性はあるであろう。これらの
組織の実態把握は、現在の法人制度に馴染まない
組織形態である面もあるため、統計などには正確
には反映されないことから正確な把握は困難であ
る。検討材料の一端として、2017年に行われた
就業構造基本調査では、副業者の割合は全体とし
てはほぼ2002年から横ばいである中で、兼業農
家を除いた場合は2002年の2.6％から2017年は
3.3％と増加している。詳細な状況ついては、さ
らに詳しい項目を盛り込んだ2022年の同調査の
結果の発表を待つほかないが、以上の状況を考慮
すると、現状においてボトムアップ型組織が増え
ている可能性を示唆する材料も今後さらに出てく
ることが想定される。このように、実態としてど
こまで新たな組織形態の活用が進んでいるのかは
改めて検討を要するが、以上で述べてきた共生社
会と新たな組織形態の共通点を踏まえると、環境
の変化に伴い、「差異や異質性を超えて共に在る」
共生社会へと自然な一歩を踏み出している状況が
一部において見られる状況と考えられ、今後はそ

の要因についてさらなる分析が求められる。

共生社会とメンタライジング

　冒頭で提示した通り、障害者雇用の更なる拡大
や就労の継続のためには、市場競争や効率性を重
視する価値観が主流である社会からの転換が必要
と考えられた。多様な他者との共生のために従来
から提示されている社会像である共生社会への道
のりも、トップダウンによる施策がまだ十分に機
能していない現状がある。しかしその一方で、共
生社会の理念と似た新たな組織が企業社会に生ま
れつつあることを述べた。この状況において、障
害の有無によらず、異なる価値観の人が相互に認
め合えるような、全員参加型の共生社会の早期実
現を目指していくには、今後どのような試みが具
体的に求められるであろうか。
　まず一つ目に、引き続き行政や学校教育におけ
る共生社会への施策を継続・アップデートしてい
くことが求められる。特にDemingやSengeが指
摘した通り、現在のトップダウン型教育システム
の悪影響はその後の社会生活にも引き継がれてい
くため、異なる属性の他者と日常的に同じ場で過
ごすインクルーシブ教育の一層の進展や、主体的
な自己形成に資する施策は一層求められると考え
る。草郷（2022）も、循環型共生社会実現のため
のウェルビーイングモデルにおいて、バランスの
良い暮らしを実現するための労働政策とともに、

「経済効率をあげる人材育成のための競争教育を
脱し、自立的に思考し、さまざまな人と対話や意
見交換しながら考えをまとめていく力、さらに、
物事を判断できる洞察力を身につける教育に変
わっていく」と、主体性・共感力の発達を意識し
た教育政策の継続・促進を重視している。
　二つ目には、三重野や谷本らも指摘している通
り、自分の価値観・世界観と、自分とは異なる他
者のそれの在り方の違いを認識し、認め合えるよ
うな、やわらかい自己の発達のための支援が、広
く社会人や教育者へ提供されることが求められ
る。特に、大きな環境変化に晒された結果、新た
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な価値に基づく組織を創る必要に迫られ、その役
割を担う経営者・変革リーダー層に対して必要で
ある。李・狩俣（2018）は、経営者の意識の発達
と組織作りの関係についてまとめており、現代に
おいて働きがいのある組織を構築するための条件
として、経営者自ら高い発達段階を求めて研鑽
し、自己成長することと、組織の意識レベルを高
めるため組織全体として意識を高める教育研修を
することを第一に挙げている。李らは、意識の発
達を「自己中心的な思考方法やパターンからより
広い包括的な思考方法やパターンへと視点あるい
は世界観や価値観が拡大していくこと」とWilber

（2000）を参照しながら定義している。自己中心
的な思考方法やパターンとは、Allenらによれ
ば、「自分自身の精神状態を他者に帰属させるこ
と」（Allen et al., 2008）、つまり自分が思ってい
たり感じたりしていることは他者もそう思ってい
る、または感じていると自動的に見做している状
態を自己中心性と呼び、これを初期設定的な非メ
ンタライジング・モードと評した。李らは経営者・
変革リーダーや組織の意識レベルを高めるための
教育研修の具体的な内容については触れていない
が、以上の定義に従えば、組織全体の意識を高め
る教育研修の実践として、非メンタライジング・
モードからメンタライジング・モードへと移行す
るためのエクササイズが一つの実践例になると考
えられる。メンタライジングについては、岩本

（2019）がまとめている通り、メンタライジング
とは「心で心を思うこと」「自己と他者の精神状
態に注意を向けること」「誤解を理解すること」「自
分自身を外側からながめることと、他者をその
内側からながめること」などのこと（Allen et al., 
2008）であり、他者の内的でダイナミックな心の
動きについて、想像力を働かせながら捉えていく
作業のことである。具体的なメンタライジングの
方法について、「自己中心的またはステレオタイ
プな見方を抑制し、別の見方に注意を向け、ワー
キングメモリの中で異なる複数の見方を巧みに処
理すること」（Allen et al., 2008）とされる通り、
ワーキングメモリ、注意制御機能や言語処理機能

などが影響することを指摘した。そして実際にメ
ンタライジングを行うにあたっては、上記のよう
に具体的にメンタライジングを行う際のプロセス
がどのようなものであるかの知識や、対象とな
る他者に関する心的・外的な情報の取得（Decety, 
2005）も必要と思われる。岩本（2019）も、異質
な他者のメンタライジングを行うには、注意機能
やワーキングメモリ、言語能力のほか、その他者
に関する行動面や心的な情報が影響するとしてい
る。発達障害当事者が他者の心的状況を認知的に
理解することと、障害の有無によらず一般の人が
多様な他者を理解することは、どちらも同じ認知
的なリソースを使うことが想定され、その方略の
流用が期待できる。草郷（2022）は、多様性を認
め合う社会への変革のために、政策変更と並んで
市民の意識を変えることが必要と指摘した。その
ためには当事者間の対話が重要とし、対話は他者
との対立から生まれるため、他者との対立を大切
にすることが必要、という中島（1997）の指摘を
引用した。「本当の鍵は他者の重みをしっかりと
らえること」、「他者は自分の拡大形態ではないこ
と、それは自分と異質な存在者であること」（中島 , 
1997）という表現は、意識の発達に求められてい
る「自己中心的な態度から離れる」ことという方
略とも重なるものが感じられ、自己意識の発達と、
異質な他者との対話に、メンタライジングが共通
して求められていることを示唆している。
　以上のことから、共生的な社会や雰囲気の醸成
のためには、共生社会における個人、特に経営者
やリーダー層に、異質な他者への共感力や対話力
としてのメンタライジング能力の発達が少なくと
も求められているといえそうである。そのために
具体的に取り得る方略として、より多くの異質な
他者と心的情報を語り合うような場や、メンタラ
イジングのメカニズムについて学ぶ場をできるだ
け多く設けることが必要であると考えられる。

まとめと限界

　本研究の目的は、発達障害児者の就労や教育に
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おいておかれた現状を整理し、今後広く自立した
生活を送るために求められる共生社会への展望
と、その実現のための条件を探ることであった。
障害の有無に関わらず様々な人が共生する社会へ
向けて、従来の政策の延長線上で現状もゆるやか
に変化していると思われるが、その成果は限定的
であると思われた。行政からのトップダウン政策
にばかり頼らず、人々の中に働きかける方略を検
討する必要があると考えられた。一方、共生社会
の理念に近い個人や組織が、自然と企業社会に生
まれ始めていることを確認した。共生社会への変
化を促すには、先行研究や新たに生まれつつある
ボトムアップ型組織の特徴を検討した結果、共生
に向けた行政施策の継続とあわせて、個人、特に
経営者やリーダー層に対する、人格の発達や異質
な他者との対話力としてのメンタライジング能力
を涵養するための学習や研修が必要であると思わ
れた。
　本研究の社会的意義は、これまでの研究では具
体的に明示されていない、それらの学習や研修の
具体的な内容について、発達障害のある人へのメ
ンタライジングや主体性発達研究の見地から仮説
的に提示したことである。現代における一般の人
が多様な他者と共に在るために必要な認知的共感
力は、発達障害のある当事者が自己中心的な態度
からの変容を経て異質な他者と対話を行うに至っ
た方略と共通性があり、一定の有効性があると推
察される。
　しかし、本研究は現時点においてボトムアップ
型の組織を構成する人がメンタライジング能力が
高いのかという疑問には答えていない。今後は実
際に、質問紙やインタビューなどでメンタライジ
ングやその下位能力について調査を行う必要があ
る。また、共生社会の他にもあり得る社会の可能
性については検討をしていない。第3、第4の社
会の在り方の可能性についても調査する必要があ
ると考える。
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